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之

刺創

悼

大教醍

室

騰学

EE

一人
目 次

1.はじめに:■王の*Aと特称

2.推挽アンケ-ト粥至と回答企事の政幸

3.姓捷国等企暮の経年変化

1. は じめに :調査の意義 と特徴

企兼の薪況開溝 (スター ト7ツプ)は地J'Fと

イノベーションを活発にし.種満活力を側山す

ると期待される｡新乱EAl澄後の経常成米に関す

る延址的な研究は､E)本でもこの10年r川に活

発化したが (三谷 ･胞坂Gi2002,忽耶 ･安Etl

82005.梼木 ･安田籍2006.溝口他好2007)､

どのようなスター ト7ツプ企某がどのように軒

先F朋党に取り札み､どれだけの技術威光と経営

4.研究摘発型スタートアップ企*の特赦と

その変化

5.研究開発への取り組みと技術成果

6,むすぴ

博のため､研兜の膚椛が少ないI｡そこで本併

'41:は､これまでに領布を代衣とする研兜プロジ

ェクトで英施された独白の推扶アンケー ト荊並

の回答データを用いて,口本の研究開発相スタ

ー トアップ企菜の特取と研究l対党活動の内解､

およびその艇咋変化をqFJらかにする2｡

近年活発になっているアントレプレナーシッ

プ研兜は､企茶の形成遺樫を動態的に捉え.薪

触剤男を促す要凶のみならIr.E対菜後の軽骨威

光の繋7･E当の脚粥を蕊祝している (安EIJl也2007,

成JA･を達成しているかについては,データの不 本とE2010参照)｡また､位社は新鋭槻弟とイノ

1111;のスタートT,プ中辛のす棚 ItTLi■のtlJlを叶t的L二分片したものとして.1′■ flllH 20051,Ohmuro 12(HplがJFlTら机も

2■klirilL.1E7ジ17トの書Iilと事2tlのJI秘 史をlとめてEl■申Jlt仝暮す魚群3OH全Ed人魚(20101l'911上川人JTJで■FrLL.,(■事20Hh◆■は.その■[:ITわItf:事3El軌 N tJL*r■▲側 te*tT.暮樹 ▲今外の抽書の■1(でJIZ' ■暮■oFE午*化のP lにJiLLt■く机 FA1

8の -帥 t劫11とJl十 もことtお■r,してJIく_
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ベーションおよび経済成長の関連についての首†

丑的な研究が､欧米諸国で盛んに行われている

(ALIdretscheta12006､AcsandArIn1ngtOn

2006､vanSte12006)o大学発ベンチャーや研

究接関からのスピンオフを含む研究開発型金井

の開菜も研究関心を張めている (Shame2004)0

しかし､研究開発を行うスタートアノブ企菜

に!判する大規模なパネルデータは､滋近イタリ

アで構築されているものをほC訓i-の例外とし

て (CoLomboandGr】Ll12005)､世界的に見

ても盤価が進んでいるとは言えない｡スター ト

アップ企共のパネル邪恋はドイツでも行われて

いるが (同室2001参.ERl)､研究開発型企業を対

毅に継続的な追跡調査を行うものではない｡ET

本でも日本政策金融公鹿川l≡lB)民生活金融公雄)

総合研究所が融資先の開発者を対象にパネル調

査を行っているが (樋口他編2007)､研究開発

を行うスタ- トアップ企紫に往Elする継続的な

調査と分析は､これまで行われていないO例え

ば､渡辺編 (2008)では枚数の大学発ベンチャ

ーのriil菜以降の発展を参与観察しているが､計

Jiiul'tJな分析は行われていない｡また､2002年

以降毎年､(財)バイオインダストリー協会が

バイオテクノロジー分野の比較的若く′ト規模の

企業を対象に ｢′(イオベンチャー統計調査｣を

実施しているが (本庄他2009､本庄他2010､

本庄他2012参照)､調査対象企#Jの師が広く設

立から10年以上程た企業も多く含まれ､調査

チ-夕はパネル化されていない｡

そこで本研究は､スター トアyプ企業に対す

る独自の継続アンケート調教の回答データをm

いて､研究開発に取り組むスタートアyプ企業

の基本的な特徴 (研究閲発を行わない企菜との

遇い)､研究開発､技術連携や技術取引への取

り組みと技術成恥､経骨成果､およびそれらの

経年変化について考察する｡串爽発見に韮点を

泣いて､主要な調査結果を記述する｡

本稿の構成は以下の通りである｡約2節でア

ンケー ト調査とサンプル企業について説明す

る0第3三桁で継続回答企業の経年変化を概観す

る｡約4節で研究併1発型スタートアップ企業の

閑射時の特徴 (特に創紫者)をその他の企非と

の比較で明らかにし､その後の変化を検証する｡

約5節では研玖三開発への取り机みと技術成封との

経年変化を検;Jl=_する0第6節で本稲の内容をま

とめ､今後の研究誰ほを述べる｡

2.継続ア ンケー ト調査 と回答企 業の

概要

本税 ま､El本学術振興会の科学研究班耕肋金

を受けた研究プロジェクト｢研究l那邑型企業の

ライフサイクルとイノベーションに関する走iii-

的 ･定性的研究｣ (基地研究A､課趨帝号

20243018､研究代表者 同室博之,平成20-23

年鑑)の一環として行われた調査に韮づくま｡

このプロジェクトは､製造業とソフトウェア紫

のスター トアップ企業に対する4Lfllの継続調査

によって､とくに研究開発塑望スター トアノブ企

業の存続と成長､Tl)f究IiEl発や技術迎桃への取り

組み､および特許出願や新製品r那己等の技術成

恥､月商やIr舶森状況等の経営威光を継続r伽こ観

察し､それらの安因を明らかにするものである｡
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製造業とソフトウェ7業に対象を絞るのは､こ

れらが研究開発集約度の比較的高い薬種である

ことによる｡本稿の内容は4回の萌童の括束に

基づいているが､主に2008年ユ1月-12月に行

われた約1回調査のデータを用いて研究開発型

スタートアップ企業の特性と開業初期の研兜開

発や技術連勝への取り姐みを明らかにし､圭に

2011年11月-12月に行われた第4回調査の結

果との比較によってその経年変化を示す1｡

粥圭の母体として､製並粟とソフトウェア案

で2007年1月から2008年8月までに全国で新規

に開校された法人企業14AO8社を.(株)東京

商工リサーチの企業データベース ｢新設法人情

報ファイル｣から抽出したi｡そのうち製造菜

の企業は73%､ソフトウェア業の企業は27%で

ある｡糾童はいずれも郵送方式で行われた｡第

1回初査の主な内容は､別井者の属性､飼葉の

軽井とPl薬後の企業属性､取引先の確保.半金

常連､黒用､研究開発への取り組み､経営成果

と見通しである｡以降､毎年同時期に行われた

継綴御重では回答率を応めるために大幅に質問

項目を減らしたが､資金粥達と雇用､公的支援

の利用,研究開発への取り組みと経営成果につ

いては基本的に推萩的に粥べている｡第1回常

室への回答企乗は1,514牡 (回答率11%)l､第

2回荊壬への回答企乗は926牡 (回答率6ユ%)､

第3回Pl壬への回答企薬は727社 (回答率

81%).第4回鯛壷への回答企兼は516杜 掴 答

宰7ユ%)である?｡従って､薪1同調査回答企

葉のうち､4回の調査に触撮回答したのは34%

である｡

筋1回御衣の回答企英のうち実際に2007年以

降に隅来したのは1060社 (70%)で､イ馴まそ

れ以前に個人事業として開業し､2007年以降

に法人化した企業､あるいは2007年以降に商

号を変更した企葉である｡以下の集計と分析の

対敦は.実際に2007年1月以降に開業した ｢其

のJスタートアップ企業1.060社に限定される｡

これらの企薬は第1回閑査の時点で新規開渠か

ら平均で約1年を経過しているoなお､｢共の｣

スタートアップ企業とそれ以外の企業で､毎回

の回答率にほとんど差はない｡相 国各企業は

357牡 (34%)である｡

国民生活金融公庫 (当時)盆合研究所の開業

バネル封査 (樋口他者2007)のiFl査対象企業

や回答企業は､国民生活金融公庫 (当時)の融

資先 (従って､外部資金を帯要し､散資を受け

ることに成功した企業)に限定され､それによ

り上方バイアスが掛かっている可能性がある｡

また､全業種を対象にしているので.戟造井や

ソフトウェア粟など研究開発への取り組みが比

較的活発な菜種の企業はあまり含まれておらず

(全体の5%以下)､そのため研究開発活動に関

する河童はほとんど行われていない｡それと比

■fr-70)入力 IIt 分析にbいて(i,他内暮太 (孔8-.文榊 和 騨 技fiせサ研死所qf究Jl).ピタトリ7' カン (札8-帝許大手助枚).常

A;即td.1-R ナrltqJItFPt)ハ■勺IIIr..

このT-タペースは法人丑k'Iに基づくものであり.対奴は法人企JBに限定され 士た企Ji作付は併サ (姓名)と任所.牧丘牧牛i-.毛班分弧 iZ･人

格 Tt桝 の氏名eILこ吸曳きkも.1た.*tL分朝は 成人丑だFII=f!Qされている£1=る事井内71を.(株)≠洪iGエl)サーナが日本淋ifjt兼941に

依hする七日の捗 で牙斗したt)のt用いる.Tjお,娃■省の柾人丑EkZllこ付するRT-タベースの舶 叫は.2007細 魚の椴 で85%であも.

■蜘 JL血生のうち.任所不堺に上も不1が556祉あった.また.法人丑Eを行ってもtだ事■洲 をP始していない全書.丑桝 上のみ搬 十もペー

パ ーカンパニー.■p IAZでに事兼括■古書止しf:全Tがももと書えられるため.この良榊 lltEめにJ塩 されていもと考えられる.kやBl7PFは.
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較して､本稿のペースになる調査の母体は､法 ある｡なお､回答企業はややソフトウェア業に

人企菜として開設された企業に限定されるもの 偏っているが､業種別 ･地域別にみて大きな偏

の,融資に関するバイアスがなく､研究開発集 りはない｡

約型の業種を主な対象としていることに特徴が

表1:サンプル企業の概要 (窮1回調査拓黒より､2007年以降開業企業)

変数 平均値･比率 中央値

開業時の年齢

男性の比率(%)

斯業近視あり(%)

正社jL経験あり(%)

手車経営を経験(紘)

大学.大学院卒gt着く%)

うち理系出身者(%)

理系学会所馬者(%)

株式公開の意向あり(%)

共同創美音あり(%)

46

93

84

92

35

57

26

9

20

45

,
042

-
042

-
039

-
043

-
014

-
014

･
044

968

-
041

033

47

100

100

100

0100
0
00
0

製造業(%)

独立開集(%)

開業時従集者故

調査時従業者数

公的支嬢対象(%)

事典所が主な斯売先(%)

販売先を確保してから開業(%)

開兵略資金調達搾(万円)

うち創業者の自己資金の比率(%)

うち個人投資家の出背の比率(%)

うち金融機関からの融資の比率(%)

うち公的補助金の比率(%)

資金調達のEl頼頼(万円)

資金臨遠の日挿達成率(%)1)

研究開発従事者のいる企業(%)

経営者が研究開発に取り組も企業(%)

崇

6
･
〝

8
･
〝

35
･
｡

崇

抑

5-
.
〝

芸

芸

tM

2-
.
｡

即

059

,
046

966

952

.
041

019

.
0-8

9-8

916

916

916

916

98｡

98｡

854

脚

点争の程度2)

黒字基調の企弟の比率(%)

同姓他社と比べた業況判断3)

月商(1ケ月平均売上高)(万円)

目標月林の達成率(%)

今後事業拡大の意向(%)

FI
ー
･
7

52

247

3
･
1

6

ー
025

-
013

-
011

988

953

-
018

20125

1)*細佃/日揮胡
2)5段腎拝価 1(妓争が非常(:厳しい)-5(抗争相手はほとんどいなし､)
3)4段熊肝旬 1(良い)～4(慕い)
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第1回調査の有効回答企粟のうち､本箱の

サンプル企薬 (2007年1月以降の開業企業)

].060社とその創業者の概要は以下の通りであ

る (車1)｡

創案者の開業時平均年齢は46.7歳､男性が

93%を占める｡国民生活金払公庫の評査より平

均年齢も男性の比率も高いのは､対象乗種が製

造業とソフトウェア業に限定されているからで

あろう｡創第着の最終学歴をみると､大学 大

学院が57% (文系31%､理系26%)で､9%が理

系学会に所属している｡大半が開業前に抑連業

務の鑑験 (糾%)あるいは正社月としての動者

姪族 (92%)を持ち (平均期間a)年弱)､35%が

現在の事業を始める前に事案経営を経験してい

る｡また､創薬者の21%が将来に株式を公開す

る意向を持つ｡創業者の45%には共同創業者が

いる (その中央値は1名)｡多くの場合､共同創

案者は劇薬者 (社長)と異なる専門分野や経歴

を持っており､社長の仕事を直接に補完する形

で経営に関与している｡

サンプル企薬の62%が製造業､38%がソフト

ウェア貴に分類される｡また､79%が独立開菜

で､21%は既存企業の子会社 ･関連会社である｡

従薫者教は絹業時に平均64人 (中央値2人)､

訴査時に平均&4人 (中央値3人)で､全体とし

て雇用を増やしている｡35%が何らかの公的支

横を受けており､その主な内容は資金支援であ

る｡85%が (個人よりも)卒業所を主な販売先

にしており.71%は販売先を確保してから開業

している｡開業時の資金鞘連額の中央値は500

万円であり､多くの場合､EI襟額とほほ-敦し

ている｡開業資金については薬種による違いが

大きく､中央イ蜘 †魁適薬では8CO万円であるの

26

に対してソフトウェア粟では300万円である｡

資金調達額の内訳では自己資金の割合が最も高

い (59%)｡匝】答企業の28%では研究開発に従群

する常勤役月 正社員 (社長を除く)がおり､

55%では経営者 (社長)が自ら研究開発に取り

組んでいる｡研究開発への取り澄みについては

後で詳しく述べる｡

最後に経営状況についてみると､aXB年9月

のリーマン･ショック後の急激な景気悪化に拘

わらず､黒字基調の企業が52%である (最初の

調査は2008年11月に実施)｡ただし.製造業で

は逆に52%が赤字基萌と回答している｡主要な

製品や乗務の放争状況を ｢1点 奴争が非常に

厳しい｣からr5点 政争相手はほとんどいな

い｣の5段階評価で尋ねたところ､平均値は27

点で､競争がどちらかといえば厳しい状況であ

る｡同業他社と比べた菓況判断は､良い企業と

悪い企桑がちょうど半々である｡月商 (1ケ月

平均の売上高)の中央値は製造業で300万円､

ソフトウェア業では製造業の約半分の160万円

であり､開業時の見込みに対して平均で93%の

月商をあげている｡76%の企業が今後事業泉椀

を拡大したいと考えている｡

3.継続回答企業の経年変化

次に､鮭続網査の回答データから､その後の

変化を見てみよう｡対象期脚 土葬1回調査の実

施された2008年末から第4回調査の実施された

2011年末までの3年間である (表2)｡なお､こ

こでは同じ企業群を追跡して観察するため､第

1回から第4回までの調査に継競して回答した

企#Jのみを対象とする｡従って､第1回調査回

答企業 (のうち新規開業)をすべて対象とする
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表2■スタートアップ企業の経年変化 (継杭回答企業)

変数

従業者数平均値(人)

従染着致中央値(人)

うち常勤役A･正社且の割合(%)

常勤役鼻･正手土臭の社用を柑やす意向(%)-
今後事菓拡大の意向(%)751

株式公開の意向あり(%)16
.
3

個人投資家の出資を受けた企集(%)1)54
公的金肺病l賞を受けた企集(%)1)146

民間金剛背を受けた企業(%)1)96

公的補助金を得た企#(%)1)25

公的支戊利用(%)35
.
8

研究開発従事者のいる企業(%)21
.
2

程営者が研究開発に取り組む企集(%)514

競争の程度2)2
,
65

同業他社と比べた策況判断3)2
.
47

急字基調の企集の比率(%)591

月蕗平均値(万円)944

月商中央値(万円)250

従業者1人あたり月l缶平均価(万円)161

従染着1人あたり月商中央値(万円)70

表1とは､同じ変数でも集計値が若干異なる｡

まず､経営者を含めた従業者数は､平均値で

見ると､2(X浴年の71人からa)11年の126人へと

増加した｡同じサンプルで開業時の平均従業者

数は53人であるから､開菜以降､従業者数は

平均で倍以上に増加したことになる｡しかし､

従業者数の中央値にはあまり変化はない.この

ことは､スタートアップ企業の間で従業者数の

ばらつきが拡大し､一部の企業が大きく成長し

たことを示唆するO従美音の3分の1が常勤役

貞 ･正社貞であるが､従業者全体に占めるその

比率はあまり変化しない｡

次に拡大 ･成長志向を見ると､回答企業のお

よそ半分が常勤役員 ･正社員の雇用を今後増や

20125

す意向を持っており (調査は第2回以降)､およ

そ4分の3が今後事業を拡大したいと考えてい

るOその傾向は,第4回調査まで基本的に変わ

らない｡しかし､株式公開の意向を持つ創業者

の割合は当初の16%から6%へ大きく低下したO

特に第2回調査で大きく低下したのは､創業者

の一部が開業初期に現実と向かい合ううちに株

式公開をあきらめたということを示唆している

のかもしれない｡

資金調達については､個人投資家から出資を

受けた企業の比率はあまり変わらないが､金融

検閲から融資を受けた企業の比率が大きく増加

している｡第1回調査では開業時の資金調達に

ついて質問し､また質問方法も第2回調査以降
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と異なるので単純な比較はできないが8､それ

でも開業初期に資金調達方法に大きな変化があ

ったことは推測できる｡開業資金の調達におい

て.公的金融機関からの融資は自己資金の次に

重要な意味を持ち､その重要性は開業後にさら

に高まるが､開業から2年前後で民間金融機関

からの融資が公的金融機関からの融資と (企業

軟では)はB封吉抗するようになり､3年前後で

逆転するのである｡また､開業時に公的補助金

を得た企業は僅かしかないが､開業後2-3年

で1割の企業が公的補助金を得るようになる｡

さらに､補助金の他にさまざまな支援措置を含

む公的支援を利用した企業の割合は､第1回調

査ではおよそ3分の1にとどまるが､その後､

過半数の企業が公的支援を利用するようになる｡

研究開発に従事する常勤役月 (社長を除く)

や正社員のいる企業の比率は2割前後､経営者

(社長)が自ら研究開発に取り組む企業の比率

は5割前後で安定しているが､後者は緩やかに

低下傾向にあるo毎回のBI答企業を比較すると

両者の低下傾向はより明確になるので､研究開

発を行わない企業のほうが調査への回答を継親

する備向があると青える｡

最後に､経営成果の変化を見てみよう.成争

環境の厳しさ (銘争使位)と同業他社と比べた

業況にはほとんど変化は見られない｡黒字基調

の企業の割合も安定している｡月商の平均値は

大きく増加しているが､中央値は巌やかな増加

にとどまり､従来者1人あたりの月商もほほ一

定であるOこの傾向は､従業者数と同様に､企

薬間で成長のばらつきが大きく､多くの企業が

あまり成長しない中で一部の企業だけが大きく

売り上げを伸ばしていることを示唆している｡

なお､継続回答企業のサンプルでなく毎回の

回答企業サンプルで見た場合 (表は割愛)も､

上記の結果に大きな違いはない｡従って､継続

回答企業のサンプル･セレクション･バイアス

は大きくないと考えられる｡ただし､従菜者数

と月商の平均値については､初期時点で毎回の

回答企業の数値が継続回答企業の数値を上回る

傾向がある｡第1回調査の回答企業の3分の1の

みが第4回調査まで継続して回答し､3分の2が

途中から回答しなくなったことを考えると.小

規模な企某ほど調査-の協力を継続する傾向が

あるといえる｡

4.研 究開発型 スター トア ップ企業の

特徴 とその変化

本稿では,調査票への回答に基づいて,1)

開業時または調査時点で研究開発に従事する常

勤役貝 ･正社員が1人以上いるか､2)創業者が

開発前に現在の事業に直接関連する研究開発に

取り組んでいたか､または3)創業者が開業以

降現在まで研究開発に取り組んでいる企業を､

研究開発型と考える (ただし､調査票では研究

開発を明確に定義していない)｡この独自の基

準によれば､サンプル企業の64% (672社)が

研究開発型企業である9｡本節では､まず第1

回調査のBI答データに基づいて､これら研究開

発型のスタートアップ企業の特徴を検証し､次

す,イン7*-マルな諸政を含めて広く従えていること.また研兜開発への取り払みLこ㈹する耳Mlが歩いた桝 二村兜Ln籍を行う企紫が岡谷する頼FpJ

が幾いことが挙げられる｡なお.ホ2条件を外しでも研究用発足企兼の71合はほとんど資わらで (6･18牡.61%).決や以Tの比較分掛 こもほとんど形

fLTjい｡
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表3:研究開発型企業とその他のスタートアップ企業の違い(第1固嗣査､2007年以降間葉)

即F究開発型企菓 その他の企集

平均値･比率 回答数 平均値･比率 回答数

開業時の年齢

男性の比率(%)

斯集経験あり(%)

正社Å経験あり(%)

大学･大学院理系出身者(%)

理系学会所属者(%)

株式公開の意向あり(%)

共同創集着あり(%)

7

4

-

4

2

6

6

0

46

92

81

92

20

2

-4

43

開集貨全調達額(万円)

ill葉書の自己貸本(万円)

個人投資豪の出資(万円)

金融機関からの融資(万円)

公的補助金(万円)

資金調達の日横額(万円)

資金調達のB棟達成率(% )2)

慧

75

竿

慧

×

0
0
×

×

×

×

31

34

訓

34

34

46

1

3

3

3

3

3

3

3

.
6-9

309

18

棚

34

.
7｡6

m

独立開集(%)

開業時の従業者数

調査時の従業者数

○

×

×

3

3

3

1

2

4

74

5

7

3

9

7

82

6

8

漁争の程度 3) 291 654 246

黒字基的の企集の比率(紘) 485 647 571

日棟月商の達成率(%) 872 614 1034

1)逆払変数LltI毛定､比率LiMannWhltney榛東｡5%水準以上で書土であれLIO､そうでなりれLfx｡
2)奏iA軒/El撫tI

にその経年変化を継続調査の回答データによっ

て示す｡

第1回調査の結果に基づいて研究開発を行う

スタートアップ企業と行わないスタートアップ

企業を比べると (車3)､創業者の年齢や男女比

率に有意な差はないが､研究開発型企業のほう

が大学 ･大学院の理系 (自然科学系)出身者

(31%対20%)や自然科学分野の学会に所属する

人 (13%対3%)の割合が有意に高い｡開業時

の資金調達額には有意な違いはないが､研究開

発型企業のほうが多くの開業資金を個人投資家

20125

から獲得し (平均75万円対18万円 ;調達額に

占める割合は38%肘17%),経営者の株式公開

意欲も高い (公開意欲あり24%対15%)｡つま

り､外部資金の獲得により積極的であると言え

るoLかし､金融機関からの融資や公的補助金

には有意な差はない｡資金調達の目標達成率に

も違いはない｡さらに､研究開発型のほうが競

争圧力はやや弱いが (5段階評価の平均点が29

対25)､黒字企業の割合が低 く (49%対57%)､

目標月商の達成率も低い (89%対108%)O開業

初期のため､研究開発の成果が売上や収益に結
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表4:研究開発型企業とその他の企業のスタートアップ企業の逢い:その後の変化

研究開発型企集 その他の企集

平均価･比率 回答数 平均値･比重 回答数

2011年度末従業者救 118 198 127 116 ×

うち常勤役鼻･正妃Aの割合(%) 311 188 409 111 0
従業者数成長率(2008-2011) 609 182 510 107 ×

常勤役Å･正杜AのRl用を叫やす麓向(%) 481 210 550 129

今後事熊拡大の意向(%) 769 208 725 131

株式公開の意向あり(%) 71 211 38 133

個人投yt家の出実を受Llた企業(%) 98 163 59 101

公的金融税関から軌栄を受けた企*(%) 380 192 358 120

民間金融機関からIl資を受けた企集(%) 447 197 425 120

公的補助金を得た企菓(%) 134 171 50 101

公的支埋利用(%) 406 212 440 134

強今の程度 2) 261 210 219 132

同兼他社と比べた集況判断3) 259 210 247 131

黒字基tFIの企集の比率(%) 603 204 602 128

月ie)(万円) 2.383 202 1.225 132

従業者1人あたり月面(万円) 137 189 132 115

1)31比全ZL妊t頼7E､比*LIMann･WrlitnOyl≠定｡5%水準以上で有丑であれLfO.そうでfJけhdx.
2)5月FfFf領 1(K争が井kに丘しい1-5(屯争IE羊LSLiとんといない)

3)4投付押価 1(良い)-4(善い)

びついていないと考えられる｡

次に､主に第4回調査の結果を用いて､研究

開発型スター トアップ企業とその他の企業の違

いがその後にどのように変化 したかを見 よう

(表4).社長の交代が少なく (毎年2%程度)､

第1回調査以降創兼者の属性はほとんど変化 し

ていないので､ここでは従業者の数と構成､事

業拡大 ･成長志向､資金訴達と公的支援の利用､

経常成果について両者を比較する.

表4に示すように､第1匝l調査から3年撞って

も､両者の違いはあまり明確ではないD従菜者

数にもその対象期間中の増加率にも有意な違い

はないが､研究開発型企業のほうが従業者に占

める常勤役見 ･正社員の比率が有意に低いのは

意外である｡株式公開を志す創業者の割合は､

開業初期には研究開発型企第のほうが有意に高

かったが (表3)､その違いは第4回調査になる

30

と消失するC開業初期のさまざまな困難に直面

する中で､研究開発型企薬の経営者の株式公開

への意欲や自信が失われたのかもしれないO資

金調達についても､公的補助金を得た企業の比

率を除いて､両者の間に有意な通いはない｡研

究開発型企業のほうが公的補助金を得ることが

多いのは､研究開発助成金の影響と考えられる｡

経営成果についても有意な違いはほとんどな

いが､研究開発型企菜のほうが競争圧力が弱い

ことが注Elされる｡これは表3の結果と整合的

であり､研究開発型企業のほうが独自の技術や

製品を持っていること､またそれに基づいて競

争相手の少ない市場を確保 していることを示唆

しているo最後に､黒字基調の企業の比率は､

開業初期には研究開発型企業のほうが有意に低

かったが､有意な差はなくなった.研究開発型

企業がようやくイノベーションの成果を挙げて
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表5:研究開発への取り組みと技術成果(第1同調査､2007年以膝開業､研究開発型企業)

変数

研究開発支出実挽(年中,
万円)

研究開発支出目樟(年額､万円)
1)

研究開発支出目標達成率(%)2)

技術指導･助書(大学から)(%)

手玉禰指溝･助音(公的研究機関から)(%)

技術指導･助書(取引先企巣から)(%)

技術指導･助音(取引先以外の企業から)(%)
3)

共同研究開発(大学と)(%)

共同研究開発(公的研究機関と)(%)

共同研究開発(取引先企業と)(%)

共同研究開発価引先以外の企兼と)(%)3)

大学等から技術ライセンス授与(開業後)(%)3)

他社から技術ライセンス授与(%)

他社へ禎縮ライセンス供与(%)

関集前に新別品開発(%)

開渠前に新劉法開発(%)

開業前に特許を出願(%)

開業後に斬別品開発(%)

開集後に斬別法開発(%)

開業後に特許を出願(%)

黒字イヒし､研究開発を行わない企業に収益の面

で追いついたといえる｡

5.研 究開発 への取 り組み と技術成果

今度は､サンプル企業の糾%を占める研究開

発型企業に対象を絞って､開業初期の研究開発

への取り組みと技術成果､そしてその経年変化

を見てみよう｡主なポイントは研究開発支出､

共同研究開発等の技術連携や技術取引への参

加､そして研究開発の成果である｡

アンケー ト調査では研究開発の定義はしてい

ないが､研究開発型スター トアップ企業の多く

(77%)は製品革新を研究開発の主なEl的とし

ており､製法革新 (15%)や基礎研究 (9%)を

主な目的とする企業は比較的少ない10｡このよ

うな目的の違いや業種 ･技術分野の追いは重要

であるが､以下では紙幅の制約により､これら

を区別せず､研究開発型企業全体について央割

結果を報告する｡まずは､第1回調査の結果に

基づいて､開業初期の状況を概観する (表5)0

研究開発型企業の研究開発支出額は平均約

EW 万円､中央値は0円である 】10 っまり､研究

開発型スター トアップ企業の半分以上が最初の

調査の時点では研究開発支出を行っていない
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図1 研究開発に関する外部の情報源(第1回P)至,複故国等;回答数621)

0 20 40 60 80 100)も

事旦会社.関連会社

仕入先

販売先

同tlbll

農兵漣の企集

大学公的研究機関

学会 研究会 ･学術法文

見本市 展示会

兼界EE体

(ただし､費用を明確に吉1上しないインフォー

マルな研究開発を行っている可能性は排除でき

ない).それに対して､研究開発支出のEl標額

の平均は約1503万円 (中央値は3∝)万円)であ

る】20回答企業の研究開発支出のEl標達成率

(目標額に対する実際の金額の割合)は平均

30% (中央値は20%)である｡実際､研究開発

に関して直面している問題として､回答企業の

50%が研究開発資金の調達難を挙げている｡開

業資金調達のEI標達成率が平均で1(氾%であっ

たことを考えると､研究開発型企業の資金制約

は開業資金の調達ではなく開業後の研究開発の

資金調達により明瞭に示されるといえる｡

技術連携については､37%が取引先企業から､

12%が大学､10%が公的研究棟関から技術指導

や助言を受けている｡他社から技術ライセンス

を受けた企菜は少なく (9%)､大学や公的研究

機関からライセンスを受けた企業はさらに少な

い (2%)｡また､研究開発型企業の29%が取引

先企業､10%が大学､4%が公的研究横関と既に

共同研究開発を行っていた130スタートアップ

企業の連携相手としては､大学や公的研究機関

よりも取引先企業のほうが重視されていること

がわかる｡実際､研究開発に関する外部の情報

源について尋ねたところ (図1),最も多いのが

版売先 (54%)､次いで同菜他社 (48%)､仕入

先 (39%)であった (複数回答).この結果は,

｢最も重要な情報源｣ひとつに回答を限定して

も変わらない｡

技術成果については,研究開発を行うスター

トアップ企業の28%が新製品､10%が新製法を

開業後に開発し､11%が開業後に特許を出願し

ている｡上述の通り､サンプル企業の多くは基

礎研究や新製法の開発よりも新製品の開発を目

指して研究開発を行っており,このような結果

はそれと整合的であるが､同時に多くの企英が

研究開発の成果をまだ挙げておらず,それには

時間が掛かることが窺われるH｡

なお､研究開発型スタートアップ企業を開発

初期の研究開発取り組み状況によって､1)閲

企業同 左学1才の共同研究阿見の群方にjtの効果を持ち､創黄毛の学鹿 (大学院拝7)と理系学会への所Jiは藍牢甘連汝にのみ､薪兼鑑戦は取引先と

の井PlNf党閥j副このみ.諭せLこ形書するlOkamuTOClaL20日)｡

14Katoet且l (2011)r土耶l同門兼データを用い1=分抑 こより､i?J乗首のPl兼併のイ/ペ-/Fン軽射 †別井律の研究開発成果に荘掛 こ群書する一九
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菜時から継続的に研究開発に取り組んでいる企

莱 (タイプ1)､2)開業後に研究開発を開始し

た企業 (タイプ2)､3)開業後に研究開発をや

めた企兼 (タイプ3)に区分すると､これらの3

つのタイプの間で技術成果と技術連携の一部に

有意な追いが見られる｡すなわち､開業後に新

製品を開発した企業の割合と新製法を開発した

企業の割合はそれぞれタイプ1で紫も高く､タ

イプ2､タイプ3の順に低 くなる｡しかし､大

学との共同研究開発を行った企業の割合や大学

から技術指導 ･助言を受けた企業の割合はタイ

プ2で最も高く､タイプ1､タイプ3の順に低く

なる｡このような研究開発型企業のタイプ別の

より詳細な分析は､今後の課題としたい0

位後に､継杭回答企英について第1回 (2CO8

年)と第4匝】(2011年)の調査結果を比較する

と､過去1年間に新製品を開発した企業の比率

が増加したことを除いて､研究開発の支出にも

成果にも､共同研究開発等の技術連携や技術取

引にも､有意な差は見られない｡つまり､研究

開発型企兼の研究開発への取 り組みと成果に

は､開業から4年前後を経ても､全体的にはあ

まり変化はないのである｡研究開発支出が大き

く減少しているにも拘わらずその減少幅が有意

ではないことは,サンプル企業が全体として研

究開発支出を減らしているが､企業間のばらつ

きが大きいということを示唆している｡一方､

唯一有意な違いが検証されたのは､過去1年間

に新製品を開発した企業の比率である15｡これ

は2038年の32%から2011年には47%へと大きく

増加したO製品革新を研究開発の主な目的とす

る企業が､開業後数年を経てようやく新製品開

発の成果を挙げ始めたということであろう｡

6.むすび

本稿は､聾者を研究代表者とする科学研究費

補助金プロジェクトで実施した､2007年以降の

スタートアップ企薬に対するパネルアンケート

調査の結果に基づいて､研究開発型スタートア

ップ企業の特徴､資金調達と公的支援の利用､

研究開発への取り組みと技術成果､経営成果､

およびそれらの経年変化を明らかにしたO

調査患弟によるとスター トアップ企業の約3

分の2が研究開発活動を行い､その主たる担い

手は創業者自身である｡これら研究開発型企業

の創業者の中には､開業前から新製品を開発し､

特許を出願している人も少なからず見られる｡

研究開発型スタートアップの約3割は開業1年

前後に新製品開発に成功し､また約1割が特許

出癖を行うなど､一定の成果をあげている｡し

かし､研究開発型企業の半数以上が研究開発支

出を計上しておらず､全体平均でも研究開発支

出のE]標額の3割程度しか達成していないこと

は､スタートアップ企業には研究開発費を含め

た開業後の運転資金の調達が困難であることを

示唆している｡実際､多くの企業が開業資金を

十分に調達できているにも拘わらず､研究開発

資金の調達が牡しいと訴えているOまた､開業

初期には､研究開発活動を行っている企業はそ

うでない企業に比べて予想した売上を達成でき

ず､採算状況も悪い傾向にある｡しかし､開業

から4年前後で､研究開発型スター トアップは

新製品開発を進め､研究開発を行わない企業の

収森水準に追いついている｡
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研究開発型スタートアyプの中で､大学や公

的研究機関との技術交流に取り組む企業は少な

い｡それよりも取引先との共同研究開発や取引

先からの技術指導 ･助言が盛んであり､図1に

示されるように､取引先企業､特に販売先は､

スタートアップ企業にとって重要な外部情報源

となっている｡

研究開発型の企業とその他の企業では､創業

者の属性に際だった迎いが見られる｡しかし､

開業当初も.開業から4年前後を経過しても､

従業者規模 ･資金調達等の企業属性や､成長率

を含む経営成果について､両者の間に有意な追

いはほとんどない｡このことは､研究開発に取

り組むかどうかという違いよりも､研究開発型

企業の間やその他の企業の間の違いが大きいこ

とを示唆しているO研究開発型企業の経年変化

に関する集計結果も全体として明確な傾向を示

さず､企業間のばらつきが大きいことを示唆す

るO今後.このデータセットを用いて分析を進

めるさいには､このような企業間のばらつきを

十分に考慮する必要がある｡

本箱で示された集計結果､特に継親回答企業

の経年変化については､今後の分析においてサ

ンプルのセレクション･バイアスを考慮する必

要がある.第1回調査の回答企某の中で､第4

回まで継続して回答したのは3分の1しかない

からであるCただし､第1回から第4回までの

34

調査結果を比べて､継続回答企業の経乱̀売果に

有意な変化が見られないので､成果の高い企業

ほど継続的に回答するという上方バイアスの可

能性は低いと考えられる｡

スタートアップ企業の存続や成長などの経営

成果に関する実証研究は近年日本でも活発にな

りつつあるが､研究開発への取り組みやその成

果についてはまだほとんど調査や研究が行われ

ていない｡スター ト7ツプ企某に対する継続的

なアンケート調査に基づく経年変化の分析は､

世界的にみてもまだ端緒に付いたばかりであ

る｡鰐者は､本研究プロジェクトで構築された

パネルデータセットに基づいて､今後本格的な

実証分析を進める予定であるD従って､本稿は

まだ調査結果の集計報告の段階であるが､日本

のスタートアップ企業の研究開発について､い

くつかの新たな知見を示すことができた｡今後

の分析によって､例えば資金調達方法等の変化

が研究開発や技術連携への取り組みにどのよう

に影響し､それが企業の技術成果や経営成果に

どのように影響するか､また創業者の属性や開

業初期の条件の影響が､その後の経営や研究開

発の縫験を経てどのように変化するかを明らか

にできるOそのさい､地域 ･市場要因や産業の

技術特性等の事業環境､事業内容の変化や研究

開発の内生性を考慮した分析が重要な課退とな

ろう｡
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